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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため、記載をしておりません。

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 153,110 147,936 156,915 310,292 307,561 

経常利益（百万円） 8,151 8,663 9,927 18,117 20,259 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
4,148 7,281 8,188 9,081 11,967 

純資産額（百万円） 105,554 116,065 129,169 109,225 120,449 

総資産額（百万円） 222,863 218,752 220,567 222,379 220,191 

１株当たり純資産額（円） 972.40 1,078.47 1,200.93 1,014.12 1,118.88 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
38.07 67.65 76.12 83.01 110.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 47.36 53.06 58.56 49.12 54.70 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
6,731 4,465 9,482 21,793 17,108 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,921 △1,913 189 △9,312 △6,390 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,354 △4,089 △14,162 △7,998 △6,740 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
20,839 24,494 25,592 25,744 29,809 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

3,884 

(862) 

3,744 

(865) 

3,677 

(1,064) 

3,798 

(983) 

3,680 

(882) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため、記載をしておりません。

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 104,486 101,582 103,736 212,839 214,124 

経常利益（百万円） 3,847 3,579 4,083 8,015 8,388 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,419 3,601 5,493 4,679 5,197 

資本金（百万円） 18,969 18,969 18,969 18,969 18,969 

発行済株式総数（株） 110,881,044 110,881,044 110,881,044 110,881,044 110,881,044 

純資産額（百万円） 83,572 87,517 94,430 85,648 89,740 

総資産額（百万円） 168,091 165,806 173,766 169,572 177,959 

１株当たり純資産額（円） 758.09 800.63 864.36 783.06 820.87 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
21.86 32.94 50.27 42.10 47.21 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
― ― ― 12.00 15.00 

自己資本比率（％） 49.72 52.78 54.34 50.51 50.43 

従業員数（人） 1,679 1,601 1,567 1,640 1,581 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業について重要な変更はありませ

んが、主要な関係会社の異動につきましては「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

  非連結子会社であったミツワデイリー㈱は同じく非連結子会社であった同業種の㈱スズキデイリーのコンビニエ  

ンスストア向け調理麺の製造及び販売に係る営業の全てを平成17年４月１日付で譲受けたことにより、総資産、売 

上高、純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が増したため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めておりま 

す。 

なお、会社の状況は下記のとおりであります。  

 （注）１ 「主要な事業の内容」欄は事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２ ㈱スズキデイリーは、平成17年４月１日付でコンビニエンスストア向け調理麺の製造及び販売に係る営業 

    の全てをミツワデイリー㈱へ譲渡し、平成17年６月25日付で清算結了しております。 

    この結果、連結子会社が１社増加し、非連結子会社が２社減少しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

    ２ 従業員数の（ ）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

 ミツワデイリー㈱  兵庫県神戸市 40 加工食品部門  100.0 

製造委託契約に基づき、 

当社生麺の一部を製造し 

ております。 

役員の兼務２名 

                                            平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

魚介類部門 309 (1) 

加工食品部門 2,569 (1,046) 

冷蔵庫部門 323 (3) 

その他部門 52 (13) 

全社共通 424 (1) 

合計 3,677 (1,064) 

                                            平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,567 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善による設備投資の増加、家計の所得改善による個

人消費の増加など景気は緩やかに回復しているものの、原油価格の高止まりによる今後の景気動向に対する不透明

感などから依然として停滞感の続く状況で推移いたしました。 

 米国の経済につきましては、所得税減税効果が無くなったことによる景気減速要因はあるものの、雇用環境の改

善持続や住宅価格上昇がもたらす資産効果から堅調を維持しており、足元の景気は総じて見れば底堅く推移いたし

ました。 

 当食品業界においては、物価は依然としてデフレ状況の中商品単価の下落が続き、販売競争はますます厳しくな

っております。また消費者の食の安全面に対する厳しさは引き続き増しており、当業界は今まで以上に品質管理の

強化への対応が求められております。 

 そのような状況の中、当社は、「食を通じて社会に貢献する」「お客様に安全で安心な食品とサービスを提供す

る」ことに取り組んでまいりました。また厳しい販売競争に対応するため、物流の再構築・生産部門での徹底した

コストの削減ならびに積極的な営業活動を推進してまいりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は前中間連結会計期間に比べ6.1％増収の156,915百万円、

営業利益は前中間連結会計期間に比べ9.1％増益の9,499百万円、経常利益は前中間連結会計期間に比べ14.6％増益

の9,927百万円、中間純利益は特別利益に東品川冷蔵庫の移転に伴う固定資産売却益を計上した結果12.5％増益の

8,188百万円となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①魚介類部門 

 魚介類部門は、依然として消費が低迷し鮪、海老、魚卵等が魚価安となり取扱金額が減少したことにより、売上

高は前中間連結会計期間に比べ9.4％減収の24,058百万円となりました。営業利益は魚卵、鮭鱒等の付加価値の高

い加工品の販売強化、中国及びタイの委託加工場の集約化によるコスト削減効果はありましたが、原料高による粗

利益率の減少の影響が大きく、前中間連結会計期間に比べ16.0％減益の581百万円となりました。 

②加工食品部門 

 加工食品部門の主要事業である国内即席麺事業のうち、カップ麺においては主力品である和風麺の「赤いきつ

ね」「緑のたぬき」が堅調に推移したほか、「豚汁うどん」も好調な売れ行きとなり和風麺全体では大幅な伸長と

なりました。袋麺類、ワンタン類も堅調に推移した結果国内即席麺事業は増収となりました。 

 生麺事業の売上は、寒暖差のはっきりした天候に恵まれたこと、２食ラーメン類の新製品が売上に寄与したこと

により全体で前年を上回る実績となりました。 

 冷凍食品事業の売上は、冷凍麺は順調に推移したものの、冷凍野菜・業務用調理食品の減収により微減となりま

した。 

 米飯事業の売上は、無菌米飯で「あったかごはん」を、レトルト米飯で「赤飯」を中心に販売促進を強化し前年

を上回りました。 

 その他加工食品では、拡大するカップ入りスープ市場において「素材のチカラ」シリーズとして「もずく・めか

ぶ・野菜たまご」のカップ入りスープを新たに発売し売上増につながりました。以上の結果、加工食品部門の国内

売上は総じて順調に推移しました。 

 また海外売上は、米国の即席麺事業が引き続き堅調に推移し増収となっております。 

 その結果、加工食品部門全体の売上高は、前中間連結会計期間に比べ9.8％増収の121,106百万円となりました。

営業利益は前中間連結会計期間に比べ10.6％増益の8,021百万円となりました。 

③冷蔵庫部門 

 冷蔵庫部門は、顧客の在庫圧縮の動きは依然として続いており、ＢＳＥや鳥インフルエンザの問題による畜肉の

取扱量が減少している厳しい環境の中、営業活動の強化により新規顧客の開拓ならびに保管料金の見直しと高収入

貨物への入替えを行ったことにより、売上高は前中間連結会計期間に比べ8.5％増収の7,266百万円となりました。

営業利益は前中間連結会計期間に比べ66.1％増益の482百万円となりました。 

④その他部門 

 その他部門は、化粧品製造販売、輸入牛肉・輸入加工食品の販売ならびに不動産賃貸等が主であります。ペット

フード事業撤退に伴う国内連結子会社の売上が減少しましたが、輸入加工食品の販売を行う国内連結子会社の売上

が増加したことにより、売上高は前中間連結会計期間に比べ3.1％増収の4,483百万円となりました。営業利益は一

部の不動産賃貸契約の解約により前中間連結会計期間に比べ13.3％減益の420百万円となりました。 

  



 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

 国内は、魚価安等の影響により魚介類部門が減収となりましたが、即席麺事業の好調等による加工食品部門が伸

長したことにより、売上高は前中間連結会計期間に比べ4.4％増収の130,753百万円、営業利益は冷蔵庫部門の利益

向上等により前中間連結会計期間に比べ0.6％増益の6,256百万円となりました。 

②北米 

 北米は、即席麺事業が引き続き順調に推移したこと、為替レートが期初想定より円安になったことにより、売上

高は前中間連結会計期間に比べ15.0％増収の26,161百万円、営業利益は前中間連結会計期間に比べ30.1％増益の

3,256百万円となりました。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、「社債の償還による支

出」等の支出の増加要因はありましたが、営業活動によるキャッシュ・フローが増加したこと等から、前中間連結

会計期間末と比べて1,097百万円増加し、25,592百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間と比べて5,017百万円増加し、9,482百万円となりまし

た。これは主に「有形固定資産売却益」が増加しましたが、前期における「退職給付引当金の減少」がなくなっ

たことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、189百万円（前年同期は1,913百万円の使用）となりました。これは主に「有

形固定資産の取得による支出」「定期預金の預入による支出」が増加しましたが、「有形固定資産の売却による

収入」が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間と比べて10,072百万円増加の14,162百万円となりまし

た。これは主に「短期借入れによる収入」が増加しましたが、「社債の償還による支出」「配当金の支払額」が

増加したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当社製品はすべて見込生産によって製造されており、受注生産は行っておりません。 

２ 外注先からの発注により受注生産を行っている会社は、フクシマフーズ㈱、三協フード工業㈱、伊万里東洋

㈱、㈱フレッシュダイナー、田子製氷㈱、石狩東洋㈱及びミツワデイリー㈱であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

魚介類部門 5,215 102.69 

加工食品部門 93,219 110.42 

その他部門 703 98.71 

合計 99,138 109.89 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

魚介類部門 430 87.30 72 90.34 

加工食品部門 10,002 163.04 25 123.41 

合計 10,433 157.40 97 97.08 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

魚介類部門 24,058 90.61 

加工食品部門 121,106 109.76 

冷蔵庫部門 7,266 108.53 

その他部門 4,483 103.10 

合計 156,915 106.07 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

三井物産㈱ 31,259 21.13 34,692 22.11 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、当社研究開発機構を軸として、グループ各社の研究開発部門と連携し多

様化する消費者の嗜好や時代のニーズに合った食品の開発を目的として研究開発に取り組んでおります。また当期新

たに総合研究所を開設し、設備を充実させ開発力の強化を図っております。 

 最近の消費者の傾向として、よりこだわりを持った高品質商品、地域限定商品などを求めており、これらの商品の

開発に力を入れるとともに、近年の健康志向の高まりに対応した商品の開発にも注力しております。 

 当中間連結会計期間においては、米国でのＢＳＥ問題、鳥インフルエンザの問題が長期化し、消費者の食品に対す

る「安全」、「安心」への意識がより一層高まる中、「健康志向、天然」をキーワードに「安全な食品」を目指して

開発を行ってまいりました。 

 研究開発活動は主として加工食品部門を中心に行っており、その主な内容は下記のとおりであります。 

 即席麺類は、当社の得意な和風カテゴリーの更なる強化のため「緑のたぬき」等の改良を行い、新たに夏場向けと

して「辛い豚カレーうどん（ハバネロ入り）」、またその他に「たっぷりわかめうどん」を開発いたしました。中華

カテゴリーではホットヌードル３品（こがし醤油・はま塩・ペッパーバジル）、高価格帯の「匠」シリーズで新フレ

ーバーの「醤油とんこつ・塩とんこつ」を開発いたしました。 

 生麺類は、季節に応じた新製品の開発を引き続き行いました。原材料本来のうまさを引き出すことを重点に開発し

た「北の味わい（醤油とんこつ・味噌とんこつ・塩とんこつ）」シリーズ３品については順調に推移しており、新た

に「黒こく醤油」「ざるラーメン（醤油・ごまだれ）」を発売しブランドの強化と市場の活性化を図りました。その

他に国内産小麦の「うまさ」を追求した中華麺の開発及び製品化を進めております。 

 チルド食品類は、「鶏ごぼうしゅうまい」「お豆腐しゅうまい」「ごはんと食べたいギョーザ」の３品を開発し、

主力アイテムの強化を図りました。また、麺の拡販も図れる商品としてレンジで美味しく簡単に調理の出来る「中華

街の坦坦麺の素」「おそば屋さんのカレーうどんの素」「定食屋さんのとん汁うどんの素」３品の開発を行いまし

た。 

 レトルト食品類は、更においしく食べられるように「発芽玄米ご飯」「十穀ごはん」「玄米ごはん」をリニューア

ルしました。 

 その他加工食品では、フリーズドライのカップ入りスープ３品「もずく・めかぶ・野菜たまご」を開発し「素材の

チカラ」シリーズとして新発売しました。 

 その他部門は化粧品分野で、良質な天然素材をベースに消費者に安心してご使用いただける製品の開発に取り組ん

でおります。また、水産未利用資源の有効利用を目的とし、外部研究機関との連携により生理活性物質の研究及び情

報収集を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費は639百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 427,000,000 

計 427,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 110,881,044 110,881,044 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
― 

計 110,881,044 110,881,044 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 
― 110,881,044 ― 18,969 ― 20,155 



(4）【大株主の状況】 

 （注） マルちゃん持株会は、当社従業員持株会であります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,295 11.08 

田子製氷㈱ 静岡県賀茂郡西伊豆町田子1624番地の２ 6,021 5.43 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,608 5.05 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 2,674 2.41 

あいおい損害保険㈱ 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 2,561 2.31 

マルちゃん持株会 東京都港区港南二丁目13番40号 2,463 2.22 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 2,285 2.06 

指定単受託者三井アセット信

託銀行㈱１口 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 

 常任代理人 日本トラスティ・サービス 

 信託銀行㈱ 

2,066 1.86 

中央三井信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 

常任代理人 日本トラスティ・サービス 

信託銀行㈱ 

1,690 1.52 

日本生命保険（相） 

（特別勘定年金口） 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,673 1.50 

計 ― 39,339 35.47 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２千株（議決権２個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）における市場相場であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式  1,631,000 
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式   844,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 107,602,000 107,602  ― 

単元未満株式 普通株式   804,044 ― ― 

発行済株式総数          110,881,044 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,602  ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東洋水産㈱ 

東京都港区港南二丁

目13番40号 
1,631,000 ― 1,631,000 1.47 

（相互保有株式） 

ユタカフーズ㈱ 

愛知県知多郡武豊町

字川脇34番地の１ 
844,000 ― 844,000 0.76 

計 ― 2,475,000 ― 2,475,000 2.23 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,766 1,738 1,795 1,898 2,035 2,015 

最低（円） 1,590 1,584 1,682 1,745 1,738 1,780 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     26,487 30,447   31,686 

２ 受取手形及び売掛
金 

    40,414 42,593   41,468 

３ たな卸資産     24,486 22,766   21,660 

４ 繰延税金資産     2,085 1,661   2,163 

５ その他     6,108 3,562   5,494 

貸倒引当金     △1,484 △69   △1,523 

流動資産合計     98,097 44.84 100,963 45.77   100,949 45.85

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※２   41,219 41,064   41,549 

(2）機械装置及び運
搬具 

※２   20,622 20,956   20,184 

(3）土地     33,503 31,730   33,401 

(4）建設仮勘定     1,471 1,748   1,115 

(5）その他     1,180 1,194   1,152 

有形固定資産合計     97,998 96,695   97,404 

２ 無形固定資産 ※２   2,332 2,681   2,636 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券    15,709 17,266   15,686 

(2）繰延税金資産     3,211 1,725   2,232 

(3）その他     1,405 1,237   1,285 

貸倒引当金     △1 △1   △2 

投資その他の資産
合計 

    20,324 20,227   19,202 

固定資産合計     120,655 55.16 119,603 54.23   119,242 54.15

資産合計     218,752 100.00 220,567 100.00   220,191 100.00 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    19,507 19,734   18,866 

２ 短期借入金    6,206 1,416   3,728 

３ １年以内に返済予
定の長期借入金 

※２   189 166   189 

４ １年以内に償還予
定の社債 

    10,000 10,000   20,000 

５ 未払法人税等     2,701 3,690   2,583 

６ 未払事業所税     27 28   63 

７ 未払消費税等     213 343   99 

８ 返品調整引当金     7 8   7 

９ 未払費用     15,176 16,821   16,318 

10 その他     2,873 2,007   2,645 

流動負債合計     56,902 26.01 54,216 24.58   64,501 29.29

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     20,000 10,000   10,000 

２ 長期借入金 ※２   775 570   680 

３ 繰延税金負債     2,234 3,671   2,205 

４ 退職給付引当金     13,436 12,600   12,500 

５ 役員退職慰労引当
金 

    611 644   659 

６ その他     112 184   179 

固定負債合計     37,170 16.99 27,671 12.55   26,227 11.91

負債合計     94,073 43.00 81,887 37.13   90,728 41.20

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     8,613 3.94 9,510 4.31   9,014 4.10

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     18,969 8.67 18,969 8.60   18,969 8.62

Ⅱ 資本剰余金     20,155 9.21 20,155 9.13   20,155 9.15

Ⅲ 利益剰余金     81,473 37.25 92,740 42.04   86,159 39.13

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,008 0.46 2,650 1.20   1,683 0.76

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,664 △1.22 △2,335 △1.05   △3,592 △1.63

Ⅵ 自己株式     △2,877 △1.31 △3,011 △1.36   △2,926 △1.33

資本合計     116,065 53.06 129,169 58.56   120,449 54.70

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    218,752 100.00 220,567 100.00   220,191 100.00 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     147,936 100.00   156,915 100.00   307,561 100.00 

Ⅱ 売上原価     96,934 65.52   101,701 64.81   197,773 64.30 

売上総利益     51,002 34.48   55,213 35.19   109,787 35.70 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   42,292 28.59   45,713 29.14   89,542 29.12 

営業利益     8,710 5.89   9,499 6.05   20,245 6.58 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   93     231     159     

２ 受取配当金   123     152     179     

３ 賃貸収入   169     146     334     

４ 為替差益    ―     40     ―     

５ 持分法による投資
利益  

  ―     105     37     

６ 雑収入   283 670 0.45 235 911 0.58 638 1,349 0.44 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   321     247     610     

２ 賃貸原価   153     21     91     

３ 為替差損   1     ―     127     

４ 雑損失   240 716 0.48 214 483 0.30 505 1,335 0.43 

経常利益     8,663 5.86   9,927 6.33   20,259 6.59 

Ⅵ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※２ 1     5,293     13     

２ 投資有価証券売却
益 

  70     0     269     

３ 貸倒引当金戻入額   94     19     148     

４ 債務保証損失引当
金戻入額 

※４ 816     ―     816     

５ 厚生年金基金代行
部分返上益 

  6,934     ―     6,934     

６ その他の特別利益   148 8,065 5.45 123 5,436 3.46 177 8,359 2.71 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産売除却損 ※３ 258     125     591     

２ 投資有価証券評価
損 

  1     657     1,337     

３ 貸倒引当金繰入額 ※４ 769     ―     798     

４ 関係会社整理損 ※５ 340     ―     994     

５ 減損損失 ※６ 1,421     ―     1,421     

６ その他の特別損失   226 3,016 2.04 58 841 0.53 396 5,538 1.80 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    13,712 9.27   14,523 9.26   23,080 7.50 

法人税、住民税及
び事業税 

※７ 5,528     5,733     6,338     

法人税等調整額   ― 5,528 3.74 ― 5,733 3.66 3,316 9,654 3.14 

少数株主利益     903 0.61   602 0.38   1,458 0.47 

中間（当期）純利
益 

    7,281 4.92   8,188 5.22   11,967 3.89 

                      



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    20,155 20,155   20,155 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残
高 

   20,155 20,155   20,155 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    75,482 86,159   75,482 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

  中間（当期）純利益  7,281 7,281 8,188 8,188 11,967 11,967

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  1,229 1,536 1,229 

２ 取締役賞与  54 52 54 

３ 監査役賞与  6 5 6 

４ 連結子会社増加に伴う減少高  ― 1,290 11 1,606 ― 1,290 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残
高 

   81,473 92,740   86,159 

       



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間（当期）純利益   13,712 14,523 23,080 

２ 減価償却費   4,052 4,175 8,395 

３ 減損損失   1,421 ― 1,421 

４ 連結調整勘定償却額   7 81 29 

５ 持分法による投資利益   ― △105 △37 

６ 投資有価証券売却益   △70 △0 △269 

７ 投資有価証券評価損   1 657 1,337 

８ 退職給付引当金の増加額（△減少額）   △8,286 97 △9,222 

９ 役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）   △1 △15 46 

10 貸倒引当金の増加額（△減少額）   633 △812 425 

11 債務保証損失引当金の減少額   △816 ― △816 

12 受取利息及び受取配当金   △217 △384 △338 

13 支払利息   321 247 610 

14 為替差損   4 6 19 

15 有形固定資産売除却損（△売却益）   256 △5,168 577 

16 関係会社整理損   ― ― 994 

17 売上債権の減少額（△増加額）   255 △801 △848 

18 たな卸資産の増加額   △3,527 △985 △766 

19 仕入債務の増加額（△減少額）   526 711 △84 

20 未払費用の増加額（△減少額）   △1,087 347 195 

21 その他   831 △177 △112 

小計   8,017 12,398 24,640 

利息及び配当金の受取額   208 445 250 

利息の支払額   △323 △353 △612 

法人税等の支払額   △3,436 △3,007 △7,168 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,465 9,482 17,108 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入による支出   △1,861 △4,724 △1,993 

２ 定期預金の払戻による収入   3,150 1,834 3,297 

３ 有形固定資産の取得による支出   △2,796 △5,307 △7,363 

４ 有形固定資産の売却による収入   1,154 8,636 1,252 

５ 投資有価証券の取得による支出   △210 △517 △643 

６ 投資有価証券の売却による収入   180 2 580 

７ 貸付けによる支出   △3,524 △1,112 △5,059 

８ 貸付金の回収による収入   2,077 1,664 4,190 

９ 無形固定資産の取得による支出   △140 △279 △734 

10 その他   57 △6 82 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,913 189 △6,390 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入れによる収入   1,959 2,190 2,763 

２ 短期借入金の返済による支出   △4,603 △4,517 △7,481 

３ 長期借入金の返済による支出   △94 △133 △564 

４ 社債の償還による支出    ― △10,000 ― 

５ 自己株式の取得による支出   △23 △49 △71 

６ 配当金の支払額   △1,225 △1,540 △1,227 

７ 少数株主への配当金の支払額   △101 △111 △158 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,089 △14,162 △6,740 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   287 271 87 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,249 △4,218 4,064 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   25,744 29,809 25,744 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額   ― 1 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高   24,494 25,592 29,809 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  連結子会社は下記の24社であり

ます。 

八戸東洋㈱ 

甲府東洋㈱ 

フクシマフーズ㈱ 

東洋冷凍㈱ 

釧路東洋㈱ 

サンリク東洋㈱ 

㈱酒悦 

新東物産㈱ 

ロゼット㈱ 

東部貿易㈱ 

築地東洋㈱ 

三協フード工業㈱ 

伊万里東洋㈱ 

㈱フレッシュダイナー 

㈱東京商社 

銚子東洋㈱ 

ユタカフーズ㈱ 

田子製氷㈱ 

石狩東洋㈱ 

マルチャン,INC. 

マルチャンバージニア,INC. 

マルチャン デ メヒコ, 

S.A. de C.V. 

パックマル,INC. 

シーフリーズL.P. 

 連結子会社は下記の24社であり

ます。 

八戸東洋㈱ 

甲府東洋㈱ 

フクシマフーズ㈱ 

東洋冷凍㈱ 

サンリク東洋㈱ 

㈱酒悦 

新東物産㈱ 

ロゼット㈱ 

東部貿易㈱ 

築地東洋㈱ 

三協フード工業㈱ 

伊万里東洋㈱ 

㈱フレッシュダイナー 

㈱東京商社 

銚子東洋㈱ 

ユタカフーズ㈱ 

田子製氷㈱ 

石狩東洋㈱ 

ミツワデイリー㈱ 

マルチャン,INC. 

マルチャンバージニア,INC. 

マルチャン デ メヒコ, 

S.A. de C.V. 

パックマル,INC. 

シーフリーズL.P. 

 連結子会社は下記の23社であり

ます。 

八戸東洋㈱ 

甲府東洋㈱ 

フクシマフーズ㈱ 

東洋冷凍㈱ 

サンリク東洋㈱ 

㈱酒悦 

新東物産㈱ 

ロゼット㈱ 

東部貿易㈱ 

築地東洋㈱ 

三協フード工業㈱ 

伊万里東洋㈱ 

㈱フレッシュダイナー 

㈱東京商社 

銚子東洋㈱ 

ユタカフーズ㈱ 

田子製氷㈱ 

石狩東洋㈱ 

マルチャン,INC. 

マルチャンバージニア,INC. 

マルチャン デ メヒコ, 

S.A. de C.V. 

パックマル,INC. 

シーフリーズL.P. 

  なお、マルチャン デ メヒコ, 

S.A. de C.V.については、重要性

が増加したことから、当中間連結

会計期間から連結子会社に含める

こととしております。 

 主要な非連結子会社は下記のと

おりであります。 

ヤイズ新東㈱ 

スルガ東洋㈱ 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除外し

ております。 

 なお、ミツワデイリー㈱につい

ては、重要性が増加したことか

ら、当中間連結会計期間から連結

子会社に含めることとしておりま

す。 

 主要な非連結子会社は下記のと

おりであります。 

ヤイズ新東㈱ 

スルガ東洋㈱ 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除外し

ております。 

 なお、マルチャン デ メヒコ, 

S.A. de C.V.については、重要性

が増加したことから、当連結会計

年度から連結子会社に含めること

とし、また、釧路東洋㈱は、平成

17年３月23日付で清算結了したた

め、当連結会計年度末において連

結子会社から除外しております。 

 主要な非連結子会社は下記のと

おりであります。 

ヤイズ新東㈱ 

スルガ東洋㈱ 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外してお

ります。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事

項 

①    ―――――― 

  

  

  

  

  

  

② 非連結子会社17社及び関連会

社２社（㈱いらご研究所、天津

三協食品有限公司）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

① 持分法適用の関連会社数 

             １社 

     会社名 仙波糖化工業㈱ 

  

  

 

  

② 非連結子会社15社及び関連会

社２社（㈱いらご研究所、天津

三協食品有限公司）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

① 持分法適用の関連会社数 

１社 

会社名 仙波糖化工業㈱ 

 連結子会社が当連結会計年度

に同社株式を取得したことによ

り持分割合が増加し、関連会社

となっております。 

② 非連結子会社17社及び関連会

社２社（㈱いらご研究所、天津

三協食品有限公司）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

 主として、償却原価法によっ

ております。 

① 有価証券 

      ―――――― 

  

① 有価証券 

―――――― 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法によっておりま

す。（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法による原価法

によっております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は、

移動平均法による原価法によ

っております。） 

 時価のないもの 

 主として、移動平均法によ

る原価法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 主として、月次移動平均法に

よる原価法であります。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として、定率法を採用して

おります。 

 ただし、当社及び国内の連結

子会社については平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

15～50年 

機械装置及び運搬具 

４～16年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 無形固定資産 

 主として、定額法を採用して

おります。 

 ただし、当社及び国内の連結

子会社が所有するソフトウェア

（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 主として、債権の貸倒による

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

      同左 

① 貸倒引当金 

      同左 

 ② 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

② 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

② 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職金支給に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

 （追加情報） 

 当社及び一部の国内連結子会

社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成15年５月１

日に厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受け、平成

16年５月１日に過去分返上の認

可を受けております。 

 当中間連結会計期間における

損益に与える影響額は、特別利

益として6,934百万円計上して

おります。 

  

  

  

（追加情報） 

 当社及び一部の国内連結子会

社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成15年５月１

日に厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受け、平成

16年５月１日に過去分返上の認

可を受けております。 

 当連結会計年度における損益

に与える影響額は、特別利益と

して6,934百万円計上しておりま

す。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

 当社及び主な国内連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金規

定に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社及び主な国内連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金規

定に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社の資産及び負債並びに収益及び

費用の円貨への換算は、中間決算

日の直物為替相場により換算し、

換算差額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社の資産及び負債並びに収益及び

費用の円貨への換算は、決算日の

直物為替相場により換算し、換算

差額は資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用し

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

て振当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を、通貨及

び金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合に

は特例処理を採用しておりま

す。 

   

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…為替予約取引 

ヘッジ対象 

…外貨建金銭債権債務及び

外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a. ヘッジ手段  

       …為替予約取引 

     ヘッジ対象 

      …外貨建金銭債権債務及び

      外貨建予定取引 

  b. ヘッジ手段 

       …通貨及び金利スワップ 

     ヘッジ対象 

       …外貨建借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

 ③ ヘッジ方針 

 内規に基づき、外貨建金銭債

権債務に係る将来の為替レート

変動リスクを回避するため、原

則として、個別取引ごとにヘッ

ジ目的で為替予約を行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

    内規に基づき、外貨建金銭債 

  権債務に係る将来の為替レート 

  及び金利の変動リスクを回避す 

  るため、原則として、個別取引 

  ごとにヘッジ目的で為替予約、 

  通貨及び金利スワップを行って 

  おります。  

③ ヘッジ方針 

      同左 

 ④ ヘッジ有効性の評価の方法 

 為替予約においては、為替予

約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金

額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているので

中間決算日における有効性の評

価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性の評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象の相 

  場変動を直接結び付けて判定し 

  ております。 

   為替予約においては、為替予 

  約の締結時に、リスク管理方針 

  に従って、外貨建による同一金 

  額で同一期日の為替予約をそれ 

  ぞれ振当てているため、その後 

  の為替相場の変動による相関関 

  係は完全に確保されているので 

  中間決算日における有効性の評 

 価を省略しております。 

   また、特例処理によっている 

  通貨及び金利スワップについて 

 は、有効性の評価を省略してお 

 ります。 

④ ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の相

場変動を直接結び付けて判定し

ております。 

 為替予約においては、為替予

約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金

額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているので

決算日における有効性の評価を

省略しております。 

  また、特例処理によっている

通貨及び金利スワップについて

は、有効性の評価を省略してお

ります。 

 



会計処理の変更 

追加情報 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 国内連結会社の消費税等の会計

処理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は1,421百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

              ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）  

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることとなったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税金等調整前当

期純利益は1,421百万円減少しております。 

  セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に

公布され、平成16年４月１日以後に開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が134百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益がそれぞれ同額減少し

ております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

              ――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する

事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に233百万円計上しておりま

す。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ同額減少し

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

104,585百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

108,680百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

106,081百万円であります。 

※２ 担保資産 

 下記の物件等について、長期借入金

615百万円及び１年以内に返済予定の長

期借入金122百万円の担保に供しており

ます。 

※２ 担保資産 

 下記の物件等について、長期借入金

493百万円及び１年以内に返済予定の長

期借入金122百万円の担保に供しており

ます。 

※２ 担保資産 

 下記の物件等について、１年以内返済

予定の長期借入金122百万円及び長期借

入金554百万円の担保に供しておりま

す。 

建物及び構築物 379百万円

計 379 

建物及び構築物 483百万円

機械装置及び運搬具 33 

無形固定資産その他

「借地権」 
163 

計 680 

建物及び構築物    492百万円

機械装置及び運搬具 32 

無形固定資産その他

「借地権」 
163 

計 688 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

（保証元） （保証額） 

天津三協食品有限公司

他 
281百万円

計 281 

（保証元） （保証額） 

湛江東洋水産有限公司

他 
165百万円

計 165 

（保証元） （保証額） 

台湾東幸食品股份有限

公司他 
    165百万円

計 165 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

販売促進費 22,459百万円

運賃・保管料 9,069 

退職給付費用 561 

役員退職慰労引当金

繰入額 
50 

    

販売促進費 24,973百万円

運賃・保管料 9,761 

退職給付費用  600 

役員退職慰労引当金

繰入額 
 55 

    

販売促進費    49,317百万円

運賃・保管料   18,595 

退職給付費用     1,053 

役員退職慰労引当金

繰入額 
97 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 0 

その他 0 

計 1 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具   2 

土地   5,287 

計 5,293 

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬具 2 

土地 10 

その他 0 

計 13 

※３ (1）固定資産売却損の内容は次のとお

りであります。 

※３ (1）固定資産売却損の内容は次のとお

りであります。 

※３ (1）固定資産売却損の内容は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 1 

計 3 

機械装置及び運搬具  1百万円

計 1 

建物及び構築物  1百万円

機械装置及び運搬具 3 

その他 ― 

計 5 

(2）固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

(2）固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

(2）固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 57百万円

機械装置及び運搬具 194 

その他 2 

計 254 

建物及び構築物   27百万円

機械装置及び運搬具 92 

その他 2 

計 123 

建物及び構築物    224百万円

機械装置及び運搬具 347 

その他 14 

計 586 

※４ 子会社の銀行借入の債務に対し回収不

能見込額を債務保証損失引当金として計

上しておりましたが、当中間連結会計期

間において一部の子会社が当社からの貸

付金で金融機関からの借入金を返済した

ため、特別利益の債務保証損失引当金戻

入額に816百万円、特別損失の貸倒引当

金繰入額に769百万円それぞれ計上して

おります。  

 ※４           ―――――― ※４ 子会社の銀行借入の債務に対し回収不

能見込額を債務保証損失引当金として計

上しておりましたが、当連結会計年度に

おいて一部の子会社が当社からの貸付金

で金融機関からの借入金を返済したた

め、特別利益の債務保証損失引当金戻入

額に816百万円、特別損失の貸倒引当金

繰入額に798百万円それぞれ計上してお

ります。 

※５ 関係会社整理損は、グループ会社にお

ける事業の統廃合等に伴い、当中間連結

会計期間において清算及び株式譲渡した

非連結子会社に対する当社及び国内連結

子会社の債権（貸付金）放棄等の損失額

であります。 

 ※５           ―――――― ※５ 関係会社整理損は、グループ会社にお

ける事業の統廃合等に伴い、当連結会計

年度において清算、株式譲渡した非連結

子会社及び関連会社に対する当社及び連

結子会社の債権（貸付金）放棄等の損失

額であります。 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社及

び連結子会社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。  

   当社及び連結子会社は、事業用資産に

ついては事業を基礎とし、賃貸用資産及

び遊休資産については個別物件単位でグ

ルーピングをしております。 

 継続的な地価の下落等により、遊休資

産のうち土地の一部について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（1,421百万円）として特別損

失に計上しております。 

 なお、遊休資産については回収可能価

額を正味売却価額により測定しており、

重要性のあるものは不動産鑑定士による

鑑定評価額、それ以外のものは相続税評

価額に基づき算定しております。  

場所 用途 種類 

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 

※６          ―――――  ※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社及び連

結子会社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

   当社及び連結子会社は、事業用資産に

ついては事業を基礎とし、賃貸用資産及

び遊休資産については個別物件単位でグ

ルーピングをしております。 

 継続的な地価の下落等により、遊休資

産のうち土地の一部について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（1,421百万円）として特別損失

に計上しております。 

 なお、遊休資産については回収可能価

額を正味売却価額により測定しており、

重要性のあるものは不動産鑑定士による

鑑定評価額、それ以外のものは相続税評

価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 

 ※７ 当中間連結会計期間における税金費

用については、簡便法により計算してい

るため、法人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表示しており

ます。 

※７       同左 ※７          ―――――  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日） （平成17年９月30日） （平成17年３月31日） 

現金及び預金勘定 26,487百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△1,992 

現金及び現金同等物 24,494 

現金及び預金勘定   30,447百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△4,855 

現金及び現金同等物 25,592 

現金及び預金勘定  31,686百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△1,876 

現金及び現金同等物 29,809 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

453 283 170 

その他 1,367 586 780 

合計 1,820 869 950 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

430 342 88

その他 1,379 722 656

合計 1,810 1,064 745

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

452 321 130 

その他 1,286 632 653 

合計 1,738 954 784 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り、算定しております。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により、算定

しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 391百万円

１年超 559 

合計 950 

１年以内 373百万円

１年超 371 

合計 745 

１年以内 374百万円

１年超 409 

合計 784 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により、算定して

おります。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により、算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 216百万円

減価償却費相当額 216 

支払リース料    206百万円

減価償却費相当額 206 

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 417 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

  ません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行うようにし

ております。 

①50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

②50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格

との乖離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判

断し、回復可能性のないものについて減損処理を行っております。 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について77百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行うようにし

ております。 

①50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

②50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格

との乖離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判

断し、回復可能性のないものについて減損処理を行っております。 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 9,459 11,274 1,814 

合計 9,459 11,274 1,814 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 840 

非上場債券 20 

その他  200 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 8,699 13,453 4,753 

合計 8,699 13,453 4,753 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 531 

非上場債券 20 

その他  250 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券のうち時価のある株式について10百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

①50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

②50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格

との乖離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判

断し、回復可能性のないものについて減損処理を行っております。 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

当中間連結会計期間（平成17年９月30日） 

 当社グループが行なっているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

 当社グループが行なっているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 8,454 11,529 3,074 

合計 8,454 11,529 3,074 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 838 

非上場債券 20 

その他 250 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
魚介類 
部門 

（百万円） 

加工食品 
部門 

（百万円）

冷蔵庫 
部門 

（百万円）

その他 
部門 

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
26,552 110,339 6,695 4,348 147,936 ― 147,936 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
1,881 325 506 1,617 4,330 (4,330) ― 

計 28,434 110,665 7,201 5,965 152,266 (4,330) 147,936 

営業費用 27,741 103,413 6,911 5,480 143,547 (4,320) 139,226 

営業利益 692 7,251 290 485 8,719 (9) 8,710 

 
魚介類 
部門 

（百万円） 

加工食品 
部門 

（百万円）

冷蔵庫 
部門 

（百万円）

その他 
部門 

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
24,058 121,106 7,266 4,483 156,915 ― 156,915 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
1,880 478 471 1,321 4,152 (4,152) ― 

計 25,939 121,585 7,738 5,805 161,067 (4,152) 156,915 

営業費用 25,357 113,563 7,255 5,384 151,560 (4,144) 147,415 

営業利益 581 8,021 482 420 9,506 (7) 9,499 

 
魚介類 
部門 

（百万円） 

加工食品 
部門 

（百万円）

冷蔵庫 
部門 

（百万円）

その他 
部門 

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
51,407 233,950 13,424 8,778 307,561 ― 307,561 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
4,097 668 1,076 2,507 8,349 (8,349) ― 

計 55,504 234,619 14,501 11,285 315,911 (8,349) 307,561 

営業費用 54,140 217,428 13,808 10,292 295,668 (8,353) 287,315 

営業利益 1,364 17,190 693 993 20,242 3 20,245 



 （注）１ 事業区分は業種、製品の種類及び取引形態により区分しております。 

２ 各事業の内容及び主要な製品の名称 

(1）魚介類部門…………魚介 

(2）加工食品部門………即席麺・生麺・冷凍食品・ねり製品 

(3）冷蔵庫部門…………保管料・作業料・凍結料 

(4）その他部門…………化粧品・不動産賃貸 

３ 決算時における海外子会社との取引高消去に伴う為替換算によって生じた換算差額は、営業外損益（為替差

損益）として処理しております。 

前中間連結会計期間における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「魚介類部門」が35百万円

（差損）、「加工食品部門」が0百万円（差損）であります。 

当中間連結会計期間における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「魚介類部門」が38百万円

（差益）、「加工食品部門」が1百万円（差損）であります。 

前連結会計年度における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「魚介類部門」が161百万円(差

損)、「加工食品部門」が０百万円（差益）であります。 

（前中間連結会計期間） 

４ （追加情報）に記載のとおり、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、営業費用は、「魚介類部門」は４百万円、「加工食品部門」は103百万円、「冷蔵庫部門」は

24百万円、それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。「その他部門」は２百万円増加し、営業利

益が同額減少しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 125,185 22,751 147,936 ― 147,936 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
607 4,016 4,624 (4,624) ― 

計 125,793 26,767 152,560 (4,624) 147,936 

営業費用 119,573 24,265 143,838 (4,612) 139,226 

営業利益 6,219 2,502 8,721 (11) 8,710 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 130,753 26,161 156,915 ― 156,915 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
512 3,434 3,947 (3,947) ― 

計 131,266 29,596 160,862 (3,947) 156,915 

営業費用 125,009 26,339 151,349 (3,933) 147,415 

営業利益 6,256 3,256 9,513 (13) 9,499 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 260,957 46,603 307,561 ― 307,561 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
893 6,463 7,357 (7,357) ― 

計 261,851 53,067 314,918 (7,357) 307,561 

営業費用 247,556 47,129 294,685 (7,370) 287,315 

営業利益 14,294 5,937 20,232 12 20,245 



 （注）１ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっております。 

(2）北米区分に属する主な国又は地域は、米国・メキシコであります。 

２ 決算時における海外子会社との取引高消去に伴う為替換算によって生じた換算差額は、営業外損益（為替差

損益）として処理しております。 

前中間連結会計期間における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「北米」が36百万円（差

損）であります。 

当中間連結会計期間における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「北米」が37百万円（差

益）であります。 

前連結会計年度における営業外損益（為替差損益）のセグメント別内訳は、「北米」が161百万円（差損）

であります。 

（前中間連結会計期間）  

３ （追加情報）に記載のとおり、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、「日本」の営業費用は134百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び当社の連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

北米………………米国・メキシコ 

その他の地域……中国・台湾・韓国 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 22,488 1,010 23,499 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     147,936 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
15.2 0.7 15.9 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 25,876 554 26,430 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     156,915 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
16.5 0.3 16.8 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 46,557 1,371 47,928 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     307,561 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
15.1 0.5 15.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,078.47円         1,200.93円         1,118.88円 

１株当たり中間（当

期）純利益 
67.65円 76.12円 110.51円 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

 潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、

潜在株式がないため、記載を

しておりません。 

同左   潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、

潜在株式がないため、記載を

しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

損益計算書上の中間（当期）純利益 

（百万円） 
7,281 8,188 11,967 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
7,281 8,188 11,892 

普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳（百万円） 
      

利益処分による役員賞与金 － － 69 

利益処分による監査役賞与金 － － 6 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 75 

普通株式の期中平均株式数（千株） 107,627 107,571 107,611 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     11,700 18,886   22,990 

２ 受取手形     5 12   40 

３ 売掛金     33,203 33,867   34,637 

４ たな卸資産     10,377 11,285   9,988 

５ 繰延税金資産     2,264 1,971   2,370 

６ 短期貸付金     14,619 14,151   14,715 

７ 未収入金     3,809 3,787   3,659 

８ その他     484 503   214 

貸倒引当金     △3,594 △2,306   △3,625 

流動資産合計     72,870 43.95 82,159 47.28   84,991 47.76

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２   24,599 24,545   25,381 

(2）機械及び装置     6,786 7,128   6,920 

(3）土地     23,850 22,090   23,868 

(4）その他     3,228 2,837   2,844 

有形固定資産合計     58,465 35.26 56,602 32.57   59,015 33.16

２ 無形固定資産     2,079 1.25 2,376 1.37   2,398 1.35

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券     11,675 13,584   12,089 

(2）関係会社株式     18,839 18,194   18,274 

(3）長期貸付金     166 133   154 

(4）繰延税金資産     882 －   296 

(5）その他     828 714   739 

貸倒引当金     △0 －   △0 

投資その他の資産
合計 

    32,392 19.54 32,627 18.78   31,554 17.73

固定資産合計     92,936 56.05 91,606 52.72   92,967 52.24

資産合計     165,806 100.00 173,766 100.00   177,959 100.00 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     19,655 20,404   19,891 

２ １年以内に返済予
定の長期借入金 

※２ 
  

  52 52   52 

３ １年以内に償還予
定の社債 

  
  

  10,000 10,000   20,000 

４ 未払費用     10,885 11,715   12,191 

５ 未払法人税等     947 2,531   1,219 

６ 未払事業所税     23 24   50 

７ 未払消費税等 ※４   187 228   25 

８ ＣＭＳ預り金     5,181 13,227   13,860 

９ その他     2,269 736   2,222 

流動負債合計     49,202 29.68 58,921 33.91   69,512 39.06

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     20,000 10,000   10,000 

２ 長期借入金 ※２   350 298   324 

３ 繰延税金負債     － 1,582   － 

４ 退職給付引当金     8,242 7,906   7,783 

５ 役員退職慰労引当
金 

    433 497   468 

６ その他     62 129   129 

固定負債合計     29,087 17.54 20,414 11.75   18,706 10.51

負債合計     78,289 47.22 79,335 45.66   88,219 49.57

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     18,969 11.44 18,969 10.91   18,969 10.66

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   20,155   20,155 20,155   

資本剰余金合計     20,155 12.16 20,155 11.60   20,155 11.33

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   2,593   2,593 2,593   

２ 任意積立金   40,754   44,648 40,754   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  6,031   7,550 7,628   

利益剰余金合計     49,379 29.78 54,792 31.53   50,976 28.64

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    885 0.53 2,483 1.43   1,559 0.88

Ⅴ 自己株式     △1,872 △1.13 △1,970 △1.13   △1,921 △1.08

資本合計     87,517 52.78 94,430 54.34   89,740 50.43

負債・資本合計     165,806 100.00 173,766 100.00   177,959 100.00 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     101,582 100.00 103,736 100.00   214,124 100.00 

Ⅱ 売上原価     63,011 62.03 62,326 60.08   131,037 61.20

売上総利益     38,571 37.97 41,410 39.92   83,086 38.80

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    35,177 34.63 37,794 36.43   75,096 35.07

営業利益     3,393 3.34 3,616 3.49   7,989 3.73

Ⅳ 営業外収益 ※１   788 0.77 971 0.94   1,548 0.72

Ⅴ 営業外費用 ※２   601 0.59 504 0.49   1,149 0.53

経常利益     3,579 3.52 4,083 3.94   8,388 3.92

Ⅵ 特別利益 
※３ 
※５ 

  5,655 5.57 5,798 5.59   5,776 2.69

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 
※６ 

  3,132 3.08 722 0.70   4,802 2.24

税引前中間（当
期）純利益 

    6,103 6.01 9,159 8.83   9,363 4.37

法人税、住民税及
び事業税 

  311   2,021 1,957   

法人税等調整額   2,190 2,501 2.47 1,644 3,665 3.53 2,208 4,165 1.94

中間（当期）純利
益 

    3,601 3.54 5,493 5.30   5,197 2.43

前期繰越利益     2,430 2,057   2,430 

中間（当期）未処
分利益 

    6,031 7,550   7,628 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法によっておりま

す。 

 （評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法による原価法によ

っております。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。 

 （評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法による原価法

によっております。） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

① 製品・商品 

 月次移動平均法による原価

法によっております。 

(2）たな卸資産 

① 製品・商品 

同左 

(2）たな卸資産 

① 製品・商品 

同左 

 ② 原材料 

 月次移動平均法による原価

法によっております。 

② 原材料 

同左 

② 原材料 

同左 

 ③ 仕掛品 

 月次移動平均法による原価

法によっております。 

③ 仕掛品 

同左 

③ 仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物 

15～50年 

機械装置 

９～13年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

           同左 

(1）貸倒引当金 

           同左 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末において発生

していると認められる額を退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成15年５

月１日に厚生労働大臣から将来

分支給義務免除の認可を受け、

平成16年５月１日に過去分返上

の認可を受けております。 

 当中間会計期間における損益

に与える影響額は、特別利益と

して4,691百万円計上しており

ます。 

  

  

  

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成15年５

月１日に厚生労働大臣から将来

分支給義務免除の認可を受け、

平成16年５月１日に過去分返上

の認可を受けております。 

 当事業年度における損益に与

える影響額は、特別利益として

4,691百万円計上しております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用し

ております。 

(1）ヘッジ会計方法 

    繰延ヘッジ処理を採用してお 

  ります。なお、為替予約につい 

  て振当処理の要件を充たしてい 

  る場合には振当処理を、通貨及 

  び金利スワップについて特例処 

  理の条件を充たしている場合に 

  は特例処理を採用しておりま  

 す。 

(1）ヘッジ会計方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…為替予約取引 

ヘッジ対象 

…外貨建金銭債権債務及び

外貨建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a. ヘッジ手段 

    …為替予約 

   ヘッジ対象 

    …外貨建金銭債権債務及び 

     外貨建予定取引 

  b. ヘッジ手段 

       …通貨及び金利スワップ 

     ヘッジ対象 

       …外貨建借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

 (3）ヘッジ方針 

 内規に基づき、外貨建金銭債

権債務に係る将来の為替レート

変動リスクを回避するため、原

則として、個別取引ごとにヘッ

ジ目的で為替予約を行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

    内規に基づき、外貨建金銭債 

  権債務に係る将来の為替レート 

  及び金利の変動リスクを回避す 

  るため、原則として、個別取引 

  ごとにヘッジ目的で為替予約、 

  通貨及び金利スワップを行って 

  おります。   

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 為替予約においては、為替予

約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金

額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているので

中間決算日における有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性の評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象を直 

  接結び付けて判定しておりま 

  す。 

   為替予約においては、為替予 

  約の締結時に、リスク管理方針 

  に従って、外貨建による同一金 

  額で同一期日の為替予約をそれ 

  ぞれ振当てているため、その後 

  の為替相場の変動による相関関 

  係は完全に確保されているので 

  中間決算日における有効性の評 

 価を省略しております。 

   また、特例処理によっている 

  通貨及び金利スワップについて 

  は、有効性の評価を省略してお 

  ります。 

(4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象を直

接結び付けて判定しておりま

す。 

 為替予約においては、為替予

約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金

額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているので

決算日における有効性の評価を

省略しております。 

 また、特例処理によっている

通貨及び金利スワップについて

は、有効性の評価を省略してお

ります。 

７ その他の中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前中間純利益は

1,990百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることとなったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は1,990百

万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

 従来、関係会社からの余剰資金の寄託を「短期借入金」に含めて

表示しておりましたが、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・シス

テム）以外の借入が少額となったこと及びＣＭＳのシステム化によ

る本格的な運用に伴い、「ＣＭＳ預り金」（前中間会計期間3,699百

万円）として区分掲記することといたしました。 

―――――― 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が98百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益がそれぞれ同額減少しております。 

 ――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に

160百万円計上しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益がそれぞれ同額減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

63,768百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      65,912百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      64,188百万円 

※２ 下記の有形固定資産は長期借入金350

百万円及び１年以内に返済予定の長期借

入金52百万円の担保に供しております。 

※２ 下記の有形固定資産は長期借入金298

百万円及び１年以内に返済予定の長期借

入金52百万円の担保に供しております。 

※２ 下記の有形固定資産は、長期借入金

324百万円及び１年以内返済予定の長期

借入金52百万円の担保に供しておりま

す。 

建物 79百万円

計 79 

建物 72百万円

計 72 

建物   77百万円

計 77 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

３ 偶発債務 

保証債務 

 取引先に対する支払保証債務で下記の

とおりであります。 

（保証先） （保証額） 

伊万里東洋㈱ 228百万円

三協フード工業㈱ 124 

築地東洋㈱他 245 

計 598 

（保証先） （保証額） 

伊万里東洋㈱ 168百万円

湛江東洋水産有限公司

他 
254 

計 422 

（保証先） （保証額） 

伊万里東洋㈱ 193百万円

三協フード工業㈱ 101 

築地東洋㈱他 198 

計 493 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び預り消費税等は相殺

のうえ、「未払消費税等」として表示し

ております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 37百万円

受取配当金 327 

受取利息   40百万円

受取配当金  436 

受取利息   78百万円

受取配当金 499 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 34百万円

社債利息 248 

支払利息   58百万円

社債利息  183 

支払利息   84百万円

社債利息  493 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

厚生年金基金代行部

分返上益 
4,691百万円

債務保証損失引当金

戻入額 
816 

固定資産売却益(土

地等） 
     5,154百万円

貸倒引当金戻入額  525 

厚生年金基金代行部

分返上益 
   4,691百万円

債務保証損失引当金

戻入額 
        816 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 1,990百万円

貸倒引当金繰入額 769 

関係会社株式評価損      580百万円 減損損失 1,990百万円

関係会社株式評価損  1,300 

貸倒引当金繰入額  798 

※５ 子会社の銀行借入の債務に対し回収不

能見込額を債務保証損失引当金として計

上しておりましたが、当中間会計期間に

おいて一部の子会社が当社からの貸付金

で金融機関からの借入金を返済したた

め、特別利益の債務保証損失引当金戻入

額に816百万円、特別損失の貸倒引当金

繰入額に769百万円それぞれ計上してお

ります。  

 ※５           ―――――― ※５ 子会社の銀行借入の債務に対し回収不

能見込額を債務保証損失引当金として計

上しておりましたが、当事業年度におい

て一部の子会社が当社からの貸付金で金

融機関からの借入金を返済したため、特

別利益の債務保証損失引当金戻入額に

816百万円、特別損失の貸倒引当金繰入

額に798百万円それぞれ計上しておりま

す。 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。  

   当社は、事業用資産については事業を

基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産につ

いては個別物件単位でグルーピングをし

ております。 

 継続的な地価の下落等により、遊休資

産のうち土地の一部について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（1,990百万円）として特別損

失に計上いたしました。 

 なお、遊休資産については回収可能価

額を正味売却価額により測定しており、

重要性のあるものは不動産鑑定士の鑑定

評価額、それ以外のものは相続税評価額

に基づき算定しております。 
  

場所 用途 種類 

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 

 ※６           ―――――― ※６ 減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。 

   当社は、事業用資産については事業を

基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産につ

いては個別物件単位でグルーピングをし

ております。 

 継続的な地価の下落等により、遊休資

産のうち土地の一部について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（1,990百万円）として特別損

失に計上しております。  

 なお、遊休資産については回収可能価

額を正味売却価額により測定しており、

重要性のあるものは不動産鑑定士による

鑑定評価額、それ以外のものは相続税評

価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 

７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,837百万円

無形固定資産 297 

有形固定資産      1,826百万円

無形固定資産  289 

有形固定資産      3,783百万円

無形固定資産  569 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 50 33 16 

その他 1,285 562 722 

合計 1,335 596 739 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 46 38 8

その他 1,321 709 611

合計 1,368 747 620

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 46 34 12

その他 1,199 599 599

合計 1,246 634 612 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り、算定しております。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により、算定

しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 291百万円

１年超 447  

合計 739  

１年以内 304百万円

１年超 316  

合計 620  

１年以内 284百万円

１年超 327  

合計 612  

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により、算定して

おります。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により、算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 160百万円

減価償却費相当額 160 

支払リース料    156百万円

減価償却費相当額 156 

支払リース料  310百万円

減価償却費相当額 310 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失はあり 

ません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,537 6,084 4,546 

合計 1,537 6,084 4,546 

区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,537 8,278 6,740 

関連会社株式 646 699 53 

合計 2,184 8,978 6,793 

区分 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,537 7,720 6,182 

関連会社株式 646 746 100 

合計 2,184 8,467 6,282 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 800.63円 864.36円        820.87円 

１株当たり中間（当期）純利益 32.94円 50.27円       47.21円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、潜在株式がないた

め、記載をしておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

損益計算書上の中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,601 5,493 5,197 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,601 5,493 5,159 

普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳（百万円） 
      

利益処分による役員賞与金 ― ― 34 

利益処分による監査役賞与金 ― ― 4 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 38 

普通株式の期中平均株式数（千株） 109,318 109,263 109,302 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第57期） 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日
関東財務局長に提出。 

 

(2) 訂正発行登録書   平成17年６月29日
平成17年12月15日 
関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

東 洋 水 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋水産株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東洋水産株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

東 洋 水 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋水産株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東洋水産株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

東 洋 水 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋水産株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東洋水

産株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

東 洋 水 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋水産株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東洋水

産株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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